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議題 1 第１回審議会（書面会議）資料の説明について 

 



事業別 資料名称 ページ ご意見，ご質問等の内容

意見質問①
水道事業

1-1水道事業の現況
（１）給水人口および給水量の実績
表1-2　有収率

P2，18 ・施設の能力を示す有収率の目標について

回答

意見質問②
水道事業

1-1水道事業の現況
（２）水道施設の概要
基幹管路の耐震化の状況

P6 ・耐震化率が低いので災害時の不安が募ります

意見質問③
水道事業

1-1水道事業の現況
（２）水道施設の概要
図1-6布設年度別管路延長

P7，8

・海底送水管の布設替について
・基幹管路の耐震化と更新計画の詳細について
・重要管路の場所や，整備を見込んでいる投資額
について

意見質問④
水道事業

1-1水道事業の現況
（３）水道料金

P9
・「独立採算制」による経営に係り，企業誘致の
計画や工業団地の造成について

回答

意見質問⑤
水道事業

1-1水道事業の現況
（４）組織

P10
・民間委託を含め組織の個人への負担対策につい
て

回答

第１回笠岡市上下水道事業運営審議会　意見等提出用紙

　施設の能力を示す有収率の向上は収益性の向上に直接つながる重要な指標です。

  ここ近年は類似団体平均の84％を超える89～91％と高い水準を保っています。類似団体の平

均を上回る92.0%を目安としてその達成に努めます。

回答

　基幹管路の耐震化適合率は，約15.3%となっています。中長期更新計画により，管路の更新

と合わせて耐震化を行い耐震化適合率の向上を図るとともに状態監視保全を行うことで施設の

安全な管理に努めます。

　

　重要管路は，加圧ポンプ室・配水池への「基幹管路」と，病院・避難所等への「重要給水施

設管路」に分類され，投資額は50年間で約192億円を見込んでいます。

　自然災害等において，水道施設の安全性の確保や，給水の確保が必要のため，離脱防止継手

を有する耐震管に更新し耐震性の向上を図ってまいります。

　災害発生等の緊急時には，ホームページや防災無線及び広報車等により情報提供に務めると

ともに，相互応援対策要綱により日本水道協会及び相互応援協定により備後圏域（6市2町）の

支援を受け，市民の皆様とともに早急に安全な給水確保に努めます。

　ご意見のとおり公営企業は独立採算制であるため，収益の柱となる水需要の大きい企業の誘

致は効果的です。しかしながら現在のところは，水需要の大きい企業の誘致決定はありませ

ん。また，工業団地の造成は今後の検討課題となっています。

　今後，施設管理に加え，更新事業を進めていくことから各個人の事務量は増加すると考えて

います。このため，人員確保や窓口・料金業務と維持管理業務との包括的な委託や，他市町と

の共同委託の可能性について水道事業広域連携とも関連させながら検討を続けていきます。

回答

　海底送水管の更新は，令和21年度以降の計画となっています。しかし，北木島から小飛島間
は近年漏水事故が頻発していることから，事業費約７億円で令和３年から令和４年度に布設替
を予定しています。
　海底送水管以外による給水方法として，海水淡水化方式等とのライフサイクルコストを含め
た比較を行なった結果，現時点では海底送水管による布設替が安価となりました。

議題1の-1-



意見質問⑥
水道事業
下水道事業

1-２財政・経営の状況
（１），（２），（３）

P11，
12，13

・収益的収支と資本的収支の違い，意味について
・グラフや図を使っての上下水道事業の将来見通
しについて

意見質問⑦
水道事業

1-２財政・経営の状況
（４）経営の状況

P14
・類似団体の定義について
・老朽化の指標が類似団体平均を下回っているこ
とについて

意見質問⑧
水道事業

1-２財政・経営の状況
（３）老朽化の状況
1-３アセットマネジメント・中長期
更新計画

P21
・毎年何％程度で管路更新する予定について
・更新率が20年後でどれくらいを予測しているか
・資金面と人材，技術面で対応可能なのか

意見質問⑨
水道事業

1-２財政・経営の状況
（３）老朽化の状況
1-３アセットマネジメント・中長期
更新計画

P21，
22

・概算事業費のうち，料金への転換はどれぐらい
か
・国庫補助はどれぐらいか
・令和３，４年度の事業の具体的内容は

第１回笠岡市上下水道事業運営審議会　意見等提出用紙

回答

　水道料金を主な財源とする収益的収支は，給水収益が減少する状況下でも，企業債の借入抑

制を行っている効果により，経営成績を示す「損益計算書」の黒字が確保できています。

　内部留保資金等を財源とする水道施設の建設改良工事や借金返済を主とする資本的支出は，

概ね３～４億円で推移しています。

　資金残高は，借金返済が進み，過去10年間では概ね８～６～18億円間を推移しています。

回答

　類似団体とは浄水方法と給水人口規模で分類したものです。笠岡市は「浄水受水（独自の浄

水場を持たずに浄水を購入），給水人口3～5万人」に区分されています。資料のレーダー

チャートの50を越えていれば類似団体平均より良いことを示します。

　

　水道事業については，別添のとおりグラフ等で将来見通しをお示ししました。下水道事業に

ついては，第三回審議会で企業会計移行後の経営状況についてお示ししたいと思います。

　

　管路経年化率の指標が類似団体平均を下回っていることは，昭和30年～50年代前半に布設し

た管路の更新時期を向かえていることによるものです。計画的な更新を行います。

回答

　今後20年で重要管路のうち約50kmを更新予定としています。水道管路全体は約500ｋｍあ
り，１年に約2.5kmずつ更新予定としているため，0.5～0.6%／年の更新率を予定しています。
重要管路は，全体で約160kmあり，今後20年で約50kmを更新予定としているため，更新率は約
31%となります。

回答

　事業費に対する水道料金割合としては，令和元年度決算では収益的費用の約89％，資本的収

支も含めると総費用の約60％となっています。よって概算事業費のうち料金への転換(転嫁)は

60～75％程度で推移すると思われます。
　

　概算事業費は中期的には，391百万円/年を見込んでいます（補助金，移設補償金等を除くと

約241百万円/年）。長期的には，545百万円/年を見込んでいます（同約350百万円/年）。令和

3,4年度では約7億円の事業費で海底送水管の更新を予定しています。単年度での水道料金への

転換は困難なため起債事業で実施し，世代間での負担を平準化したいと考えています。

　

　安全安心で安定的，かつ強靭で持続的な水の供給のために，老朽配水管の更新事業は着実に

行っていく必要があります。しかしながら資金面の視点も持ってバランスよく実行しなければ

なりません。資金収支の将来予測と耐震化率の向上について，最適解を常に検討しながら管路

更新を行います。
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事業別 資料名称 ページ ご意見，ご質問等の内容

意見質問⑩
水道事業

２水道ビジョンの進捗状況
強靭②
・広域連携の強化と広域化の検討

P3
・浅口市金光町地域の岡山県西南水道企業団への
加入等，水道事業の広域化について

意見質問⑪
水道事業
下水道事業

２水道ビジョンの進捗状況
強靭②
・危機管理マニュアルの作成

P3
・危機管理マニュアル作成など災害時対応につい
てのPRについて
・災害時の個人，地域も含めた対応について

意見質問⑫
水道事業
下水道事業

２水道ビジョンの進捗状況
持続
・民間への業務委託

P4 ・上水，下水全体の民間委託の検討について

意見質問⑬
下水道事業

３下水道事業の運営及び経営状況
２全体計画と事業計画

P2
・全体計画に含まれていない島しょ部の予定につ
いて
・市全体の公共下水道事業の計画について

　岡山県水道事業広域連携検討会により広域化連携について，備後圏域６市２町では水道事業

における広域化・官民連携の勉強会を実施しています。

　浅口市金光町地域の岡山県西南水道企業団への加入について，笠岡市としては具体的な進捗

を聞いていません。

回答

　窓口・料金業務について業務委託（外部化）を検討したものの，スケールメリットが発揮で

きず導入を断念した経緯もありますが，維持管理業務との包括的な委託や，他市町との共同委

託の可能性について水道事業広域連携とも関連させながら検討を続けます。

回答

　笠岡市全体の下水道事業の計画図については別紙のとおりです。

　島しょ部も含めて，現在のところは計画の拡大は予定しておりません。

第１回笠岡市上下水道事業運営審議会　意見等提出用紙

回答

回答

　水道事業の危機管理対策としては，水道課のホームページに危機管理マニュアルを公開して
いますが，更に毎年実施の笠岡市防災訓練の中で市民の皆様にも体験いただいている応急給水
についても紹介等を行い，災害対策のPRとして市民の皆様に広く伝わるよう努めます。また，
自助共助公助の観点から日頃の備えとして各ご家庭にてお一人あたり一日３ℓ，3日分の水の備
蓄が目安とされています。

　下水道事業では，「笠岡市下水道事業業務継続計画」（「下水道BCP」）を策定し，優先実

施業務を中断させず，たとえ中断しても早期回復できるようにするため運用しています。

議題1の-3-



笠笠笠笠岡岡岡岡処処処処理理理理区区区区（（（（汚汚汚汚水水水水））））

全全全全体体体体計計計計画画画画区区区区域域域域　　　　    （（（（1111,,,,333388882222hhhhaaaa））））

事事事事業業業業計計計計画画画画区区区区域域域域　　　　　　　　（（（（999944444444hhhhaaaa））））

凡　例

全体計画区域

事業計画区域



漁業集落排水（真鍋島地区）

真鍋島



凡　例

全体計画区域

事業計画区域

北部処理区（汚水）

全体計画区域　（125ha）

事業計画区域　（33.4ha）
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議題２ 水道事業会計の概要について

２-１ 会計・財務の仕組みの概要について

２-２ 適切な企業債の発行水準の考え方について
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２－１．財務の仕組みの概要について

１ 収益的収支と資本的収支について

水道事業の会計は，一般会計と異なり，「収益的収入及び支出」と「資本的収入及び支出」

で構成されています。

「収益的収入及び支出」

企業の経営活動に伴って発生する収入と支出です。

主なものは，給水収益及び他会計補助金などの収益と，受水費，人件費，委託料，動力

費などの維持管理費及び企業債支払利息のほかに減価償却費などの費用があります。なお，

減価償却費は費用ですが，実際に現金支出を伴わないものです。

収益的収入と支出の差について，収益が費用を上回っている場合，その部分が純利益と

なります。純利益を積み立てたものは，将来の施設整備等に充当することとなります。

「資本的収入及び支出」

施設の整備・拡充のための収入と支出です。

主なものは，国などからの補助金，借入金にあたります企業債，工事のための負担金な

どの収入と，施設の整備・更新のための建設改良費及び過去の建設改良費に充当した借金

である企業債償還金などの支出があります。

内部留保資金になりますが，一般家庭における預貯金と同じで，企業が内部に蓄えてい

る自己資金のことです。この資金は，収益的収支による純利益を毎年積み立てたもので，

資本的収支の不足額の補てん財源として使うことができます。また，資本的収入の不足額

の補てんには，収益的収支の減価償却費も実際に現金支出を伴わないことにより，その分

だけ企業内部に資金を確保しているため，損益勘定留保資金として使うことができます。

２ 建設改良費の確保

水道施設を新設・更新するための費用を建設改良費といいます。建設改良費は，その一

部を補助金や企業債の借り入れによって賄っていますが，不足する額については，積立金

や内部留保資金といった自己資金から補てんする必要があります。

自己資金は，給水サービスにより生じた純利益の積立と，減価償却費等の損益勘定留保

資金の積立てによって成り立っています。

給水収益が減少し，適切な自己資金を確保できなくなると，必要な工事が実施できず，

給水サービスの継続が困難になります。また，不足額を補てんするために企業債の借り入

れを増やした場合，返済や利息の支払いで将来の事業経営が成り立たなくなる恐れがあり

ます。適切な企業債の発行水準を保つ必要があります。
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図-1 水道事業会計の概要

資本的収支
(施設整備にかかる収支)

収 入 支 出

不 足 額

補助金・出資金

・工事負担金

企 業 債

建設改良のために

借り入れる費用

企業債償還金

過去に借り入れた
企業債の元金支払

建設改良費

水道施設の

新設・更新
にかかる費用

収益的収支
(経常的活動にかかる収支)

収 入 支 出

給水収益
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２－２.適切な企業債の発行水準の考え方

１ 企業債の概要

（１）企業債とは

地方公営企業が施設の建設・改良等に要する資金に充てるために国や金融機関などから

長期に借りるお金のことです。

（２）対象経費及び借入限度額

・上水道及び簡易水道に係る建設改良費

・水道施設としての用途を廃止した施設の撤去費

所要の経費は，その全額を借り入れ可能（全額を借入れた場合，充当率 100％という。）。

（３）企業債の機能

・世代間負担の公平性の観点

水道施設は次世代も活用する資産であり，企業債の発行に伴う費用（元利償還金）を次

世代にも負担してもらうことにより，現世代の負担を分配し，世代間負担の公平性を確保

することができます。

・財源の補完の観点

企業債は，各年度において，水道料金を主とする収益等では賄いきれない部分（資金の

不足額）を補う機能を有しています。

このため，資金が不足する場合，主たる収入である給水収益に頼るか，借金である企業

債に頼るかを判断する時期を今後迎えることとなります。

次ページ以下総務省資料
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営業収益対企業債残高　350％以内

-7-



資料―3

-8 --8-



資料―3

-9 --9-



 

議題３ 財政収支予測について 

 

 

３-１ 収益的収支の推移について 
・収益的収入（収益）の主なものは，水道料金（給水収益）です。 

・給水収益の予測は過去 10 年間の実績に加え，人口予測を加味して予測しています。 

・令和２年度の給水収益の予測は，新型コロナウイルス対策として基本料金の６ヶ月免

除の減収を加味しています（影響額２億 3,200万円税抜き） 

・その他の収益については，過去４年間の実績を基本として予測しています。 

 

・収益的支出（費用）の主なものは，受水費，人件費，修繕費等の維持管理費と水道施

設の減価償却費及び企業債の支払利息です。 

・各費用の予測は過去４年間の実績に加え，費用内容により物価上昇率を 1％加算して

予測しています。 

・人件費は最新の値の横ばい予測としています。 

・受水費は給水収益の予測（水需要予測）に比例した予測としています。 

・企業債の支払利率は最新の財政融資資金利率である 0.4％で算出しています。 

・その他の費用については，過去４年間の実績を基本として予測しています。 

 

３-２ 資本的収支の推移について 
・資本的収入の主なものは，企業債と国庫補助金，移設補償金です。 

・資本的支出の主なものは，水道施設の建設，更新工事費と企業債の元金償還金です。 

・中長期更新計画の概算事業費 20年間 78.2億円に加えて，配水支管・移設補償工事を

見込んだ 118.9億円の施設整備費を見込んだ予測としています。 

・企業債の元金は 30年の償還で算出しています（内１年据え置き）。 

 

３-３ 資金残高の推移について 
・3-1収益的収支，3-2資本的収支の財政予測の各条件に対応する資金残高の見込みで

す。 

 

３-４ 起債残高の推移について 
・3-1収益的収支，3-2資本的収支の財政予測の各条件に対応する起債（借金）の残高

の見込みです。 
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３　財政収支予測について

　※R19年度に赤字となる。

　※R19年度に赤字となる。

　※R18年度に赤字となる。

Case3_財政収支予測（現行料金、起債50％、受水単価100円）

収　益　的　収　支　の　推　移

Case1_財政収支予測（現行料金、起債なし、受水単価100円）

起
債
な
し

Case2_財政収支予測（現行料金、起債20％、受水単価100円）

起
債
2
0
％

起
債
5
0
％

1,213 
1,149 1,124 1,129 1,136 1,128 1,132 1,137 1,141 1,144 1,135 1,132 1,131 1,128 1,127 1,130 1,127 1,126 1,132 1,137 1,141 

1,331 

1,023 

1,263 1,257 1,253 1,236 1,228 1,224 1,220 1,210 1,194 1,185 1,178 1,164 1,157 1,148 1,144 1,132 1,126 1,119 1,114 

118 

-126 

139 128 117 108 96 87 79 66 59 53 47 36 30 18 17 6 -6 -18 -27 

-200

100

400

700

1,000

1,300

（百万円）
人件費 受水費 減価償却費 支払利息 その他費 収益的支出 収益的収入 収支差額

1,213 
1,149 1,125 1,130 1,137 1,130 1,134 1,139 1,144 1,146 1,138 1,135 1,134 1,132 1,130 1,134 1,130 1,130 1,136 1,141 1,145 

1,331 

1,023 

1,263 1,257 1,253 1,236 1,228 1,224 1,220 1,210 1,194 1,185 1,178 1,164 1,157 1,148 1,144 1,132 1,126 1,119 1,114 

118 

-126 

138 127 116 106 94 85 76 64 56 50 44 32 27 14 14 2 -10 -22 -31 

-200

100

400

700

1,000

1,300

（百万円）
人件費 受水費 減価償却費 支払利息 その他費 収益的支出 収益的収入 収支差額

1,213 
1,150 1,126 1,132 1,140 1,133 1,137 1,143 1,147 1,150 1,142 1,139 1,139 1,136 1,135 1,139 1,136 1,135 1,142 1,147 1,151 

1,331 

1,023 

1,263 1,257 1,253 1,236 1,228 1,224 1,220 1,210 1,194 1,185 1,178 1,164 1,157 1,148 1,144 1,132 1,126 1,119 1,114 

118 

-127 

137 125 113 103 91 81 73 60 52 46 39 28 22 9 8 -3 -16 -28 -37 

-200

100

400

700

1,000

1,300

（百万円）
人件費 受水費 減価償却費 支払利息 その他費 収益的支出 収益的収入 収支差額
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３　財政収支予測について

Case3_財政収支予測（現行料金、起債50％、受水単価100円）

起
債
5
0
％

資　本　的　収　支　の　推　移

Case1_財政収支予測（現行料金、起債なし、受水単価100円）

起
債
な
し

Case2_財政収支予測（現行料金、起債20％、受水単価100円）

起
債
2
0
％

648 

740 

980 

1,087 

648 618 611 
532 505 523 

478 480 479 496 

609 

502 526 510 525 521 520 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

（百万円）
内部留保 国庫補助 企業債 その他 資本的支出

648 

740 

981 

1,092 

658 631 626 
550 525 545 

503 507 508 527 

642 

537 564 550 568 566 567 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

（百万円）
内部留保 国庫補助 企業債 その他 資本的支出

648 

740 

984 

1,100 

673 650 648 
576 555 578 

539 547 551 573 

691 

590 621 611 632 634 638 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

（百万円）
内部留保 国庫補助 企業債 その他 資本的支出
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３　財政収支予測について

　※資金残高は年々減少し、R15年度には、0になる。

　※資金残高はR12年度まで横ばいで推移するが、その後年々減少し、R21年度には337百万円となる。

　※資金残高は、R14年度を境に増減し、R21年度には、1,769百万円となる。

起
債
な
し

起
債
2
0
％

起
債
5
0
％

資　金　残　高　の　推　移

Case1_財政収支予測（現行料金、起債なし、受水単価100円）

Case2_財政収支予測（現行料金、起債20％、受水単価100円）

Case3_財政収支予測（現行料金、起債50％、受水単価100円）

1,741 

1,316 

932 

471 
401 

341 
274 243 218 168 145 117 86 

33 

1,082 

827 

1,070 1,062 1,056 1,041 1,033 1,026 1,021 1,011 1,000 993 989 979 972 962 958 949 943 936 933 

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

供
給
単
価
、
給
水
原
価
（
円/

㎥
）

資
金
残
高
、
給
水
収
益
（
百
万
円
）

資金残高 給水収益 供給単価 給水原価

1,741 

1,415 

1,160 

833 805 803 791 806 823 817 828 833 831 809 
725 687 

628 
570 

496 
419 

337 

1,082 

827 

1,070 1,062 1,056 1,041 1,033 1,026 1,021 1,011 1,000 993 989 979 972 962 958 949 943 936 933 

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

供
給
単
価
、
給
水
原
価
（
円/

㎥
）

資
金
残
高
、
給
水
収
益
（
百
万
円
）

資金残高 給水収益 供給単価 給水原価

1,741 

1,563 
1,502 

1,375 1,411 
1,494 

1,567 
1,650 

1,730 
1,790 

1,854 
1,907 1,950 

1,975 1,958 1,959 1,941 1,917 1,876 1,828 
1,769 

1,082 

827 

1,070 1,062 1,056 1,041 1,033 1,026 1,021 1,011 1,000 993 989 979 972 962 958 949 943 936 933 

0.0

50.0

100.0

150.0

200.0

250.0

300.0

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

供
給
単
価
、
給
水
原
価
（
円/

㎥
）

資
金
残
高
、
給
水
収
益
（
百
万
円
）

資金残高 給水収益 供給単価 給水原価
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３　財政収支予測について

　※企業債残高は徐々に減少し、R12年度には、0となる。

　※企業債残高は年々増加し、R21年度には1,007百万円となり、企業債残高対給水収益比率は108％となる。

　※企業債残高は年々増加し、R21年度には2,518百万円となり、企業債残高対給水収益比率は270％となる。

起
債
5
0
％

起
債
2
0
％

起
債
な
し

Case1_財政収支予測（現行料金、起債なし、受水単価100円）

Case2_財政収支予測（現行料金、起債20％、受水単価100円）

Case3_財政収支予測（現行料金、起債50％、受水単価100円）

起　債　残　高　の　推　移

134 
108 84 60 44 30 19 10 5 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

12%
13% 8% 6% 4% 3% 2% 1% 1% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0% 0%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

140%

160%

180%

200%

0

200

400

600

800

1,000

1,200

（%）
（百万円）

企業債残高 企業債残高/収益

134 

207 

313 

424 
451 

497 
543 

582 
622 

665 
701 

736 
769 

803 
852 

881 
912 

938 
965 987 1,007 

12% 25% 29%
40% 43% 48% 53% 57% 61% 66% 70% 74% 78% 82%

88% 92% 95% 99% 102% 105% 108%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

140%

160%

180%

200%

0

200

400

600

800

1,000

1,200

（%）
（百万円）

企業債残高 企業債残高/収益

134 

356 

656 

969 
1,062 

1,197 

1,330 
1,441 

1,547 
1,660 

1,753 
1,840 

1,923 
2,008 

2,129 
2,203 

2,281 
2,346 

2,411 
2,468 2,518 

12%
43%

61%

91% 101%
115%

129%
140%

152%
164%

175% 185% 195% 205%
219% 229% 238% 247% 256% 264% 270%

0%

50%

100%

150%

200%

250%

300%

350%

400%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

（%）
（百万円）

企業債残高 企業債残高/収益
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★業務量について 

事     項 単位 
平成２９年度 

決算 

平成３０年度 

決算 

比較増減 

増減 率 

計画給水人口 人 65,000 65,000 0 100.0 

年度末給水人口 人 48,681 47,853 △828 98.3 

年度末給水戸数 戸 21,864 21,829 △35 99.8 

計画給水人口に対する普及率 ％ 74.9 73.6 △1.3 98.3 

年間総配水量 ㎥ 5,476,668 5,286,135 △190,533 96.5 

１日最大配水量 ㎥ 18,767 16,259 △2,508 86.6 

１日平均配水量 ㎥ 15,005 14,483 △522 96.5 

１人１日最大配水量 ㍑ 386 340 △46 88.1 

１人１日平均配水量 ㍑ 308 303 △5 98.4 

年間給水量（有収水量） ㎥ 4,880,072 4,757,315 △122,757 97.5 

有収率 ％ 89.1 90.0 0.9 101.0 

・本年度における給水戸数は 21,829戸で，前年度に比べ 35戸の減少となりました。 

・給水人口は 47,853人で，前年度に比べ 828人減少し，行政区域内人口に対する普及率は， 

98.9％となりました。 

・配水量は 5,286,135㎥で，前年度に比べ 190,533㎥の減少となりました。 

・有収水量は 4,757,315㎥で，前年度に比べ 122,757㎥の減少となり，有収率は，前年度より 0.9

ポイント増加し，90.0％となりました。 

 

★ 決算概要 

◆収益的収支                （金額単位：円） 

 

 

 

 

 

 

平成 30 年度笠岡市水道事業会計決算では，収益的収入が約 12 億 9,000 万円となり，前年度に比

べ約 4,200万円の減収となりました。 

また，収益的支出は約 11 億 8,200万円で，前年度に比べ約 1,800 万円減少しました。 

この結果，収益的収支において約 1億 781万円の当年度純利益が生じています。 

剰余金の処分については，前年度からの繰越利益剰余金と合わせた未処分利益剰余金約 2億 284万

円のうち，建設改良積立金へ１億円積立て，自己資本金へ 5,000万円組入れました。 

 

年 度 収益的収入 収益的支出 当年度純利益 

平成３０年度 1,290,085,659 1,182,278,221 107,807,438 

平成２9 年度 1,332,014,467 1,199,814,800 132,199,667 

差 引 △41,928,808 △17,536,579 △24,392,229 
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◆資本的収支                （金額単位：円） 

 

 

 

 

 

資本的収入は約1億4,000万円で，前年度に比べ約8,140万円減少しました。 

資本的支出は約3億3,000万円で，前年度に比べ約8,540万円減少しました。 

  

★損益計算書（経営成績） 

損益計算書は，１事業年度中の全ての収益と全ての費用を記載し，経営成績を明らかにするための 

報告書です。                     （金額単位：円） 

 

・収益は，営業収益・営業外収益及び特別利益に分類されます。 

・営業収益は，主たる営業活動から生じる収益をいい，水道事業においては，水道料金収入がそのほと

んど（96.9%）を占めています。営業外収益は，預貯金・貸付金から生じる受取利息や他会計補助金

等に加え，長期前受金戻入（固定資産の減価償却費のうち，その固定資産の取得費に充てた自己資金

以外（補助金・工事負担金など）の金額に相当する額）が計上されます。特別利益は，当年度の経常

的な損益計算に算入されない過年度損益修正益（過去の水道料金の更正による増加）等があります。 

・費用は，営業費用・営業外費用及び特別損失に分類されます。 

・営業費用は，主たる事業活動のため生じる費用で，笠岡市の場合は，後述の水道事業費用内訳のとお

りで，受水費（岡山県西南水道企業団から購入する水の費用）が約半分を占めています。営業外費用

は，借入金の支払利息等です。特別損失は，事業の通常の経営に伴うものでなく，過年度損益修正損

（過去の水道料金の更正による減額）等があります。 

 

 

 

 

 

年 度 資本的収入 資本的支出 差 引 額 

平成３０年度 139,481,592 329,907,666 △190,426,074 

平成２9 年度 220,851,101 415,286,942 △194,435,841 

差 引 △81,369,509 △85,379,276 4,009,767 

1.営業収益 1,129,626,314 ［1］ 

2.営業費用 1,171,341,712 ［2］ 

営業利益 △41,715,398 ［3］＝［1］－［2］ 

3.営業外収益 159,910,325 ［4］ 

4.営業外費用 10,840,309 ［5］ 

経常利益 107,354,618 ［6］＝［3］＋(［4］－［5］) 

5.特別利益 549,020 ［7］ 

6.特別損失 96,200 ［8］ 

当年度純利益 107,807,438 ［9］＝［6］＋(［7］－［8］) 
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★貸借対照表（財産状態） 
 貸借対照表は，年度末の 3 月 31 日における資産・負債及び資本を総括的に表示し，財産の状態を  

明らかにする報告書です。                            （金額単位：円） 

◆資産の部 ◆負債の部 

1.固定資産  3.固定負債  

(1)有形固定資産 6,479,096,639 (1)企業債 133,972,234 

  (2)無形固定資産 306,947,368   (2)引当金 114,158,745 

  (3)投資 65,628,000 4.流動負債  

2.流動資産  (1)企業債 25,367,284 

  (1)現金預金 1,813,402,853   (2)未払金 199,899,407 

  (2)未収金 428,912,306 (3)引当金 9,036,514 

  (3)貯蔵品 53,337,227  (4)その他流動負債 93,232,921 

  (４)前払金 25,081,138 ５.繰延収益  

資産合計 9,172,405,531 (1)長期前受金 7,529,607,391 

資産合計と負債資本合計は，常に一致します。 

(2)長期前受金収益化累計額 △4,396,010,362 

負債合計 3,709,264,134 

◆資本の部 

６.資本金  

 (1)自己資本金 3,990,279,603 

７.剰余金  

 (1)資本剰余金 600,020,175 

 (2)利益剰余金 872,841,619 

資本合計 5,463,141,397 

負債資本合計 9,172,405,531 

 

◆有形固定資産明細                                       （金額単位：円） 

資産の種類 年度末償却未済高 

土地 427,642,902 

建物 390,990,268 

構築物 5,268,017,005 

機械及び装置 247,786,638 

車両及び運搬具 2,271,036 

工具器具及び備品 1,546,214 

量水器 73,879,576 

建設仮勘定 66,963,000 

合 計 6,479,096,639 

有形固定資産

量水器

1%

車両運搬具

0%

建設仮勘定

1%

工具器具備品

0%

機械装置

4%

土地

7%

建物

6%

構築物

82%

土地 建物 構築物 機械装置

車両運搬具 工具器具備品 量水器 建設仮勘定
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◆水道事業費用内訳                            表示単位（金額：千円，割合：％） 

区 分 
平成２９年度 平成３０年度 比較増減 

金 額 割合 金 額 割合 金 額 割合 

人件費 116,194 9.7 143,474 12.1 27,280 123.5 

支払利息 6,846 0.6 5,921 0.5 △925 86.5 

減価償却費 282,577 23.5 284,544 24.1 1,967 100.7 

動力費 13,284 1.1 14,178 1.2 894 106.7 

修繕費 87,680 7.3 109,105 9.2 21,425 124.4 

材料費 1,035 0.1 926 0.1 △109 89.5 

薬品費 324 0.0 313 0.0 △11 96.6 

受水費 547,928 45.7 527,826 44.6 △20,102 96.3 

その他 143,947 12.0 95,992 8.2 △47,955 66.7 

合 計 1,199,815 100.0 1,182,279 100.0  △17,536 98.5 

 

平成３０年度費用構成表

材料費
0%

修繕費
9%

動力費
1%

薬品費
0%

減価償却費
24%

支払利息
1%人件費

12%
その他
8%

受水費
45%

人件費 支払利息 減価償却費 動力費 修繕費 材料費 薬品費 受水費 その他

・人件費は，職員の給料や法定福利費等です。 

・支払利息は，水道施設を建設するために借り入れた 

資金の利息です。 

・減価償却費は，水道施設を使用することによって 

発生する資産価値の減価分の費用です。 

・動力費は，市民のみなさんに水を送り届けるために必要なポンプ等の電気代です。 

・材料費は，施設設備等の修繕用資材の費用です。 

・薬品費は，水をきれいにするための薬品代です。 

・受水費は，岡山県西南水道企業団から購入する水道水の代金です。 

 

 

笠岡市の場合は，費用構

成の内，約半分が水道水

の購入費なのです。 
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◆岡山県内 15 市の給水原価と供給単価（平成 29 年度） 

 供給単価 給水原価 差引額 

岡山市 155.8 140.5 15.3 

倉敷市 109.2 102.6 6.6 

津山市 204.7 210.5 △5.8 

井原市 155.4 150.6 4.8 

総社市 131.5 130.0 1.5 

高梁市 165.2 159.2 6.0 

新見市 195.0 146.5 48.5 

備前市 148.6 138.0 10.6 

赤磐市 188.4 192.0 △3.6 

真庭市 212.3 207.5 4.8 

美作市 205.6 202.1  3.5 

玉野市 118.0 106.6 11.4 

瀬戸内市 190.0 159.8 30.2 

浅口市 161.9 179.1 △17.2 

笠岡市 229.1 211.2 17.9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

給水原価と供給単価
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この数値は，岡山県がホームページ

で公表している「岡山県の水道の現

況」より抜粋したものです。 

「給水原価」は，１㎥当たりの水道水

を作るために必要な経費を表してい

ます。 

「供給単価」は，みなさんからいいた

だいた水道料金の水道水１㎥当たり

の平均単価を表しています。 
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◆配水量，給水量及び有収率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 分 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

配水量（㎥） 5,335,644 5,479,848 5,462,310 5,476,668 5,286,135 

給水量（㎥） 4,781,592 4,983,834 4,969,965 4,880,072 4,757,315 

有収率（%） 89.6 90.9 91.0 89.1 90.0 

※有収率とは，年間配水量（岡山県西南水道企業団から購入した水量）に対する，年間給水量（料金収

入があった水量）の割合で，100％に近いほどよい。 

 

◆岡山県内 15 市の有収率 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

岡山市 90.5 90.0 90.8 90.8 

倉敷市 92.8 92.6 93.5 93.0 

津山市 82.8 83.7 84.2 84.0 

玉野市 91.7 91.6 92.3 92.0 

井原市 84.3 84.1 83.6 83.2 

総社市 88.2 88.7 89.0 88.9 

高梁市 83.1 83.5 83.0 83.7 

新見市 88.8 87.0 86.4 89.4 

備前市 84.5 79.7 80.5 77.6 

瀬戸内市 82.5 82.7 81.6 82.4 

赤磐市 85.9 85.9 86.7 88.1 

真庭市 83.5 80.8 84.9 82.1 

美作市 80.4 80.6 79.5 76.9 

浅口市 90.9 93.5 92.8 92.7 

笠岡市 89.6 90.9 91.0 89.1 

県内 15 市平均 86.6 86.4 86.7 86.3 

配水量，給水量及び有収率

89.6
90.9 91.0

89.1
90.0

2,000,000
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本市の水道事業においては，経費の節減とサービスの向上に努め，安定した経営に取り組ん

できました。 

しかし，人口の減少や節水機器の普及等による有収水量の減少に伴い，水道料金収入が減少傾

向にあります。一方で，水道施設の老朽化が進行しており，更新に取り組まなければなりません。

そこで，平成29年度に策定した水道施設の中長期更新計画に沿って水道施設の更新を進めている

ところです。 

今後とも，「ライフラインとしての水道事業」の重要性を深く自覚し，安全で安定した水を次

世代へ引き継いでいくために，笠岡市水道事業ビジョンに沿い，より一層の安定した経営を目指

します。 



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

経営比較分析表（平成30年度決算）
岡山県　笠岡市

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

136.24 357.55 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km2) 給水人口密度(人/km2)

法適用 水道事業 末端給水事業 A5 非設置 48,712

－

- 93.72 98.86 4,190 47,853 136.24 351.24 【】

全体総括

　健全な経営状態を維持していますが、近年は、人
口減少に伴い給水収益が減少傾向にあるほか、漏水
事故に伴う修繕費用が増加していることにより、経
常収支比率や料金回収率などの指標が悪化していま
す。
　また、法定耐用年数を超えた管路がここ数年で急
増しています。平成２９年度に策定した水道施設の
中長期更新計画に沿って、平成３１年度より計画
的・効率的に水道施設の更新を進めていきます。
　当市水道事業の基本計画である笠岡市水道事業ビ
ジョン（平成２９年度策定）に続き、経営の基本計
画となる経営戦略を令和２年度までに策定し、今後
も健全な経営状態が維持できるよう計画的に取組み
ます。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

「経常収支比率」
　１００％を上回っており黒字となっていますが、
平成３０年度は、給水収益の減少により前年度より
減少しています。
「累積欠損金比率」
　累積欠損金は、平成２３年度以降はありません。
「流動比率」
　類似団体平均値を大きく上回っており、1年以内
に支払うべき債務に対する支払能力が十分にありま
す。
「企業債残高対給水収益比率」
　企業債の新たな借入れがなく、企業債の償還が順
調に進んでいます。
「料金回収率」
　類似団体平均値を上回っていますが、近年は給水
収益の減少により、減少の傾向にあります。
「給水原価」
　当市は、水源が遠く、また、島しょ部を含む市内
全域に給水しているため、多くの費用が必要で、類
似団体平均値を上回っています。平成３０年度は、
有収水量が減少したため、前年度より増加していま
す。
「施設利用率」
　給水人口の減少が続いて配水量が増えず、類似団
体平均値より低くなっています。
「有収率」
　類似団体平均値を上回っています。近年は漏水事
故が増加傾向にありますが、平成３０年度は、前年
度と比べて改善しました。

2. 老朽化の状況について

「有形固定資産減価償却率」
　類似団体平均値を上回っており、施設の老朽化が
進んでいる状況です。
「管路経年化率」
　過去に集中して整備した管路が、法定耐用年数を
迎える時期に入ったため、ここ数年で急増していま
す。管路の経年化が急速に進んでおり、類似団体平
均値を大きく上回る状況になっています。
「管路更新率」
　平成３０年度は、前年度より更新した管路の長さ
が短かったため、前年度より管路更新率が低くなっ
ています。

2. 老朽化の状況

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 0.82 0.65 0.89 0.76 0.39

平均値 0.72 0.71 0.61 0.51 0.58

104.00

106.00

108.00

110.00

112.00

114.00

116.00

118.00

120.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 116.00 119.19 117.38 111.73 109.08

平均値 111.96 112.69 110.95 110.68 110.66

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 57.98 58.96 59.63 59.93 60.89

平均値 45.25 46.27 46.90 47.28 47.66

0.00

5.00

10.00

15.00

20.00

25.00

30.00

35.00

40.00

45.00

50.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 13.71 18.75 23.13 31.30 45.35

平均値 10.71 10.93 12.03 12.19 15.10

①経常収支比率(％)

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.41 0.54 3.91 3.56 2.74

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

800.00

900.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 665.14 762.13 683.26 657.43 708.54

平均値 335.95 346.59 377.63 357.34 366.03

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 33.41 27.40 22.64 19.32 14.56

平均値 319.82 312.03 364.71 373.69 370.12

90.00

95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 112.03 116.78 115.33 108.47 106.07

平均値 105.21 105.71 100.65 99.87 100.42

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 204.37 195.47 197.93 211.20 216.92

平均値 162.59 162.15 170.19 171.81 171.67

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

70.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 36.55 37.43 37.41 37.51 36.21

平均値 59.17 59.34 59.01 60.03 59.74

81.00

82.00

83.00

84.00

85.00

86.00

87.00

88.00

89.00

90.00

91.00

92.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 89.62 90.95 90.99 89.11 90.00

平均値 87.60 87.74 85.37 84.81 84.80

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【112.83】 【1.05】 【261.93】 【270.46】

【89.92】【60.27】【167.11】【103.91】

【48.85】 【17.80】 【0.70】
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○笠岡市上下水道事業運営審議会条例 

平成１２年９月１４日 

条例第６０号 

改正 平成１２年１２月１２日条例第７６号 

平成２０年５月２２日条例第１５号 

平成２９年１２月２０日条例第２２号 

（設置） 

第１条 地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第１４条の規定に基づき，水道事業及び

下水道事業の運営について審議するため，笠岡市上下水道事業運営審議会（以下「審議会」と

いう。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は，水道事業及び下水道事業の管理者の権限を行う市長（以下「管理者」という。）

の諮問に応じ，次に掲げる事項を調査し，審議する。 

（１） 水道事業及び下水道事業の運営及び経営に関すること。 

（２） 水道料金及び下水道等の使用料に関すること。 

（３） その他管理者が特に必要と認めた事項に関すること。 

（組織） 

第３条 審議会は，委員１５人以内で組織する。 

２ 委員は，次に掲げる者のうちから管理者が委嘱する。 

（１） 各種団体の推薦する者 

（２） 識見を有する者 

（３） その他管理者が適当と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は，当該諮問に係る審議が終了したとき，その職を解かれるものとする。 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に会長及び副会長各１人を置き，それぞれ委員の互選により定める。 

２ 会長は，会務を総理し，審議会を代表する。 

３ 副会長は，会長を補佐し，会長に事故があるとき，又は会長が欠けたときは，その職務を代

理する。 

（会議） 

第６条 審議会の会議は，会長が招集する。ただし，最初に開かれる審議会は，管理者が招集す

る。 

２ 会長は，会議の議長となる。 
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３ 審議会は，委員の半数以上の者が出席しなければ会議を開くことができない。 

４ 審議会の議事は，出席委員の過半数で決し，可否同数のときは，議長の決するところによる。 

（意見の聴取） 

第７条 会長は，必要があると認めるときは，委員以外の者を会議に出席させて意見を聴き，又

は資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第８条 審議会の庶務は，上下水道部において行う。 

（その他） 

第９条 この条例に定めるもののほか，審議会の組織及び運営に関して必要な事項は，管理者が

別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

（招集の特例） 

２ 第６条第１項の規定にかかわらず，最初に開かれる審議会は，市長が招集する。 

附 則（平成１２年１２月１２日条例第７６号） 

この条例は，平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平成２０年５月２２日条例第１５号） 

この条例は，公布の日から施行する。 

附 則（平成２９年１２月２０日条例第２２号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は，平成３０年４月１日から施行する。 

（笠岡市上下水道事業運営審議会条例の一部改正に伴う組織及び委員の任期に関する経過措

置） 

３ 第９条の規定の施行前に笠岡市上下水道事業運営審議会条例（以下「旧条例」という。）第

３条の規定に基づき委員に委嘱されている者は，当該条例の改正後の笠岡市上下水道事業運営

審議会条例第３条に規定する委員として引き続き在任するものとする。この場合において，そ

の任期は，旧条例第４条に規定する残任期間とする。 

 


